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農業委員会事務局の目標（平成３０年度）自己評価書

農業委員会事務局 岩井 尉行

個別事業とその目標 達成度
目標達成の効果又は

達成できなかった理由等

１ 農業委員会の適正な運営

平成２８年４月に改正農業委員会法が施行され、農業委員の選出方法がこれまでの選

挙による方法から議会の同意を得て、市町村長が任命することとなり、また、農地利用

の最適化の推進が農業委員会業務の重点となったことから、農業委員会が農地利用最適

化推進委員を委嘱することになりました。当町では、昨年７月に農業委員会法改正前の

委員の任期が満了したため、新たに農業委員８名を議会の同意を得て町長が任命し、そ

の後、農地利用最適化推進委員６名を農業委員会が委嘱しました。このことにより、新

たな委員会運営が求められているため、農業委員と推進委員の役割分担等を確立してま

いります。

２ 農地法等による農地の利用の適正化

毎月実施する農業委員会総会に、農地法による許認可及び農業経営基盤強化促進法に

基づく各種承認申請に併せて、書類審査及び現地確認をした上で許可または県へ進達を

行います。また、総会時の現地確認と併せて農地パトロールを行うと共に、担当地区ご

との委員によるパトロールを随時行い、違反転用等の発見に努めます。

併せて、担当地区ごとに委員による農地の利用状況調査を実施します。

４

４

・農業委員は、毎月の農業委員会の総会へ出席し、農地

転用等の農地法の適正な執行を図るとともに、農地利

用の最適化の推進（担い手への農地集積、新規参入の

促進、耕作放棄地の解消等）について、農地利用最適

化推進委員のサポートを行うこととしました。

・農地利用最適化推進委員は、農地利用の最適化の推進

（担い手への農地集積、新規参入の促進、耕作放棄地

の解消等）に係る現場活動を中心に行っていただき、

総会時に担当地区の案件があった場合に出席してい

ただくこととしました。

・その他、ふるさとまつり、研修等へは農業委員、農地

利用最適化推進委員全委員に参加していただくこと

としました。

総会の開催 9回（農地パトロール同日実施）

・農地法の許可件数

３条（農地の売買等）7件、４条（自己転用）0件

５条（所有権移転等を伴う転用）9件、農業経営基

盤強化促進法による答申 34件、その他届出等 9件

達成度：H31.3.31の自己評価
５ 目標を完全に達成した。

４ 目標を概ね達成した。

３ 目標を一部達成した。

２ 目標をほとんど達成できなかった。

１ 目標をまったく達成できなかった。
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３ 農地中間管理機構の活用による担い手への農地集積

農業委員、農地利用最適化推進委員と連携を密にし、農地中間管理機構を活用した担

い手への農地集積を促進します。

チャレンジ目標

昨年から遊休農地に対する課税の強化が行われたことから、委員による利用状況調査

の結果を踏まえ、適正な課税が行われるよう農業委員会としての役割を果たすとともに、

既に農地として再生不可能なものについては、非農地判断を行います。

３

・委員、推進委員による農地パトロール 延べ 168 回

・利用状況調査 8月

・違反転用発見是正（飯積） 1件利用状況

・5月 15 日 農地中間管理機構との打合せ実施

・7月 5日 農業委員、推進委員に対する農地中間管

理事業説明会

・利用権再設定時の終期通知に農地中間管理機構への

切り替え促すパンフレットを同封

・農業委員会だより 制度周知 3月

・農地中間管理事業実績 4件 16,923 ㎡

・利用状況調査結果（8月実施） 12 件 16,975 ㎡

農地中間管理機構を利用したい旨の意向を受け、機

構に通知したことにより、課税の変更はありません

でした。

・既に農地性を失っている登記簿上に農地についての

非農地判断については、リストは作成しましたが、

法務局との調整がつかず、再度見直しが必要になっ

たことから、実施できませんでした。


